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地方独立行政法人大牟田市立病院令和６年度年度計画  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置  

１ 良質で高度な医療の提供  

(1)  患者本位の医療の実践（重点）  

① インフォームド・コンセント（説明と同意）の徹底  

・個々の患者が、自ら受ける医療の内容を納得し、治療法を選択でき

るように、看護師等の同席によるインフォームド・コンセントの徹

底に努めるとともに、患者や家族等に対し丁寧な説明を行い、不安

の軽減を図る。  

② 患者･家族の意思を尊重した医療の提供  

・ＡＣＰ※（アドバンス・ケア・プランニング）など患者･家族の意

思決定支援に係る取り組みを充実させるため、医師を含めた職員・

患者・家族に対する意識啓発活動を行う。  

    ※ＡＣＰ：人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって

考え、家族や医療・ケアチーム等と繰り返し話し合い、

共有する取組み  

③ チーム医療の推進   

・チーム医療を推進するため、専門チーム間の連携を強化する。  

・多職種がそれぞれの専門技術を発揮し、質の高い診療・ケアを提供

する。  

④ 接遇の向上  

・患者満足度調査結果やご意見箱に寄せられた意見等を踏まえ、実践

的な接遇研修等を実施し、患者や家族等に愛される病院となるよう

相手の立場に立った言葉遣いや態度を心掛け、接遇の向上を図る。  

   

目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

新入院患者数  ６，８７１人  ７，５００人  
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関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

紹介状持参患者数  １０，０２７人  １１，６００人  

入院患者満足度調査  

（診察面）  
８４．８点  ８４．０点  

入院患者満足度調査  

（接遇面）  
８４．６点  ８４．０点  

入退院支援件数  ４，２７３件  ３，０００件  

※関連指標について  

中期目標で示されている各項目に関連する取組や指標について掲げて

いる。以下同じ。  

 

(2)  安心安全な医療の提供  

① 医療安全対策の充実   

・医療安全に関する院内研修会の開催や広報紙の発行等により職員の

意識啓発を行い、院内で発生するヒヤリ・ハットをインシデントレ

ポートとして報告する組織風土の醸成を図る。  

・医療安全管理体制の更なる充実のため、医療安全管理者研修に職員

を派遣する。  

・ＭＳＭ（ Medical Safety Management）委員会を開催し、インシデ

ントの内容について多職種間で情報共有を進めるとともに、原因分

析を行い改善に向けた対策に取り組む。 

② 院内感染対策の充実    

・新興感染症※等の発生状況を注視し、急性期病院としての役割を果

たせるよう、適切な院内感染対策を講じる。  

・病院感染対策委員会を開催し、感染症の発生動向の把握と院内感染

防止対策の充実を図る。また、感染対策チームによる院内ラウンド

やサーベイランス（感染管理活動）を継続的に実施し、分析結果や
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改善点等を共有することで、職員の感染防止に関する意識及び技術

の向上を図る。  

・有明地区感染管理ネットワークの中核的な役割を果たし、近隣病院

等との定期的なカンファレンスや新興感染症の発生等を想定した訓

練を実施する。  

・感染対策に関する年２回の研修会の開催に加え、職種や経験年数等

のニーズに即した研修を実施する。また、院内で勤務する委託業者

への研修についても継続的に実施し、病院全体での感染予防及び感

染防止に取り組む。  

・委員会や専門チーム等の活動を通して、職員が感染対策に関心を持

つよう働きかけを行い、院内感染対策の充実を支える人材の育成を

図る。  

    ※新興感染症：かつて知られていなかった、新しく認識された感染

症で、局地的あるいは国際的に公衆衛生上問題と

なる感染症  

目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

院内研修会の開催  

（医療安全に関するもの）  
６回  ５回  

院内研修会の開催  

（感染に関するもの）  
１４回  １０回  

 

関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

インシデントレポート報告

件数  
９１３件  １，２００件  

 

 (3) 高度で専門的な医療の実践   
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・ＭＲＩ装置の更新など、最新の治療に必要な医療機器の導入により

検査や治療の充実を図り、質の高い手術や内視鏡治療、血管内治療

等を中心とした高度で専門的な医療を実践する。  

・手術支援ロボット等による精度の高い手術を行うことで、体に及ぼ

す負担や影響が少ない治療を提供する。  

・医療スタッフの専門資格の取得を促進し、最新の治療技術の導入に

積極的に取り組む。  

・良質で高度な医療を提供するため、新しい治療方法等の医療に関す

る情報発信を行う。  

・急性期医療を担う地域の中核病院として、ハイケアユニットを適切

に運用し、重症患者に質の高い医療を提供する。  

 

関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

手術件数  

（手術室施行分）  
２，８６８件  ２，５００件  

全身麻酔件数  

（前掲の手術件数の内数）  
１，１３５件  １，３５０件  

内視鏡治療件数  

（上部消化管）  
２２４件  ２００件  

内視鏡治療件数  

（下部消化管）  
６９７件  ３７０件  

血管造影治療件数（頭部）  ４６件  ５５件  

血管造影治療件数（腹部）  ７１件  ７０件  

 

(4) 快適な医療環境の提供   

・患者や来院者により快適な環境を提供するため、院内環境の改善に

取り組む。  
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関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

入院患者満足度調査  

（院内施設面）  
７７．３点  ７７．０点  

入院患者満足度調査  

（病室環境面）  
７６．９点  ７７．０点  

 

(5) 保健医療情報等の提供   

・保健医療に関する専門的な知識を公開講座の実施や広報誌、ホーム

ページ等により情報発信するなど普及啓発活動を行う。  

・大牟田市が行う「市役所職員出前講座」事業において講師を担うこ

とにより、地域住民への保健医療情報の発信を行う。  

 

目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

市民公開講座開催回数  １２回  １２回  

 

関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

出前講座開催回数  １４回  １５回  

 

  (6)  法令遵守と公平性・透明性の確保   

・関係法令及び当法人の内部統制に係る基本方針をはじめ各種関連規

程等を遵守するとともに、定期的に職員研修を実施するなど、職員

の意識向上を図る。  
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・診療録等の個人情報の保護やそれらの情報開示、また、情報公開に

ついては、個人情報の保護に関する法律、大牟田市の関係条例及び

当法人の診療録管理規程に基づき適切に対応する。  

・監事監査や内部監査の充実等により、内部統制を適正に維持すると

ともに、理事会議事録のホームページへの掲載など法人運営の意思

決定プロセスを公開することにより、市立病院として公平性・透明

性を確保した業務運営を行う。  

    

２ 診療機能を充実する取組  

(1) がん診療の取組（重点）   

・がん診療については、手術療法、放射線療法、薬物療法及び免疫療

法を効果的に組み合わせた集学的治療を行う。  

・定位放射線治療などの高精度放射線治療に積極的に取り組む。  

・より体に及ぼす負担や影響が少ない治療（内視鏡治療、鏡視下手術、

ラジオ波焼灼術等）に積極的に取り組む。  

・がん診療に係るチーム医療の充実を図るとともに、緩和ケア、がん

リハビリテーション及びがん患者に対する相談支援に積極的に取り

組む。  

・「地域がん診療連携拠点病院」としての機能向上を図るため、常勤

の精神科医の確保に努めるとともに、専門的な知識及び技能を有す

る医療職の確保及び計画的な育成に取り組む。  

・ＣＰＣ（臨床病理カンファランス）、ＣＣＣ（臨床がんカンファラ

ンス）、緩和ケア研修会の開催により、地域の医療従事者への研修

を継続する。  

・がんに関する市民公開講座を開催し、住民に対する普及啓発活動に

取り組む。  

・筑後地区のがん拠点病院等が共同で行うがんサロンについては、患

者団体と協働し、オンラインによる開催を併用しながら更なる充実

を図る。  

・がん地域連携パス（地域連携治療計画）に関しては、福岡県統一パ

スを活用し、地域の医療機関などと連携しながらパスの運用を推進

する。  
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関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

がん手術件数  

（前掲の手術件数の内数）  
 ４６２件  ５００件  

放射線治療数  ２，９３２件  ４，０００件  

化学療法件数  ３，０３１件  ３，０００件  

経口抗がん剤処方件数  １，８０９件  １，８００件  

がん退院患者数  ２，０７２件  ２，３００件  

がん相談件数  ８１９件  ８２０件  

キャンサーボード症例数  １２８例  １３０例  

 

(2)  救急医療の取組  

  ・２４時間３６５日断らない医療を実践し、急性期病院としての役

割を果たす。  

・専門医による脳血管内治療や心臓カテーテル治療などの充実を図る。  

・救急スタッフの育成を図るため、救急専門医及び救急に係る認定看

護師を中心に、医師・看護師・コメディカルスタッフ合同の救急初

療対応等の研修を実施する。  

・救急救命士の気管挿管実習や再教育の受入れを行うとともに、救急

隊との症例検討会を行うなど、救急隊との連携を推進し、地域の救

急医療水準の向上を図る。  

・救急蘇生講習会（日本救急医学会認定蘇生トレーニングコース）を

開催する。  
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目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

救急車搬送からの入院患者

数 
１，３９１人  １，３００人  

 

関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

救急車搬送患者数  １，９６６人  ２，０００人  

救急症例検討会開催回数  ８回  １２回  

 

(3) 母子医療の取組  

・産婦人科医、小児科医及び助産師等の協働により、安心して出産で

きる環境づくりに努める。  

・育児不安や産後うつ予防のため、助産師外来にてメンタルヘルスス

クリーニングを行い、必要に応じて行政との情報共有を行う。  

・地域の産科医や助産師等を中心とした地域の医療スタッフが合同で

行う周産期研修会を実施し、地域の産科医療の水準の維持向上や連

携の推進に寄与する。  

・地域医師会と共同で行う平日時間外小児輪番制事業の継続に貢献す

る。  

・他の医療機関からの紹介患者や入院治療が必要な小児患者を中心に

受け入れる。  

   

関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

ハイリスク分娩件数  ４５件  ４０件  
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小児新入院患者数  ４４０人  ５６０人  

 

(4) 災害等への対応  

・災害時に災害拠点病院としての役割を果たせるよう、事業継続計画

に基づき、被災した状況を想定した研修及び訓練を実施する。  

・訓練等で得た課題などを検証し、適宜災害対策マニュアルや事業継

続計画の見直しを行う。  

・災害対応訓練等に積極的に参加し、災害時派遣に備えた医療救護技

術等の習得を行う。  

  

 (5) 感染症への対応  

・新興感染症等の感染拡大時には、県からの協力要請に基づき、患者

の受入れを適切に行う。  

・職員向けに個人防護具着脱研修会を開催するなど、平時より病院全

体で対応できる体制を整備し、感染症対策の強化に努める。  

 

３ 地域医療連携の取組  

(1)  地域医療構想における役割の発揮   

・地域医療構想を踏まえ、高度急性期及び急性期の医療機能を担う中

核病院として、地域における病床機能分化の推進を図る。  

・有明保健医療圏における地域医療支援病院として、地域の医療機関

との連携体制を強化し、他の医療機関からの紹介患者数の比率（紹

介率）８０パーセント以上、他の医療機関への紹介患者数の比率

（逆紹介率）９０パーセント以上を維持する。  

・地域の医療機関からの紹介患者については、診断結果や治療経過な

どについて報告書を作成し、紹介元医療機関へのきめ細やかな情報

提供を行う。  

・地域の医療機関等に対し、当院の診療機能、定位放射線治療が可能

な放射線治療装置及び手術支援ロボット等の高度医療機器に関する

情報提供を行うなど、広報活動・情報発信を積極的に行う。  
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目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

紹介率  ９０．７％  ８０．０％  

逆紹介率  １１０．９％  ９０．０％  

 

関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

地域医療機関サポート率  

※１  
９４．０％  ８７．０％  

※１  地域医療機関サポート率＝二次医療圏内で紹介を受けた医科医療

機関数／二次医療圏内医科医療機関数  

 

(2) 地域包括ケアシステムを踏まえた取組   

    ・他の医療機関や介護施設等から当日に紹介される患者について、患

者総合支援センターへの直通電話を活用し、円滑な受入れを行う。  

・在宅医療のニーズに対応するため、在宅療養サービスを利用する患

者に対して、多職種によるカンファランスを行うとともに、当該患

者の円滑な受入れができるよう取り組む。  

・患者総合支援部と病棟・外来の連携等により入院前面談の対象患者

を抽出し入退院支援の充実を図る。  

・地域連携パスの運用や地域医療連携システムの利用促進、地域の医

療従事者と介護従事者の合同のカンファランス等への参加など、診

療情報の共有を推進することで、医療機関及び介護事業所等との切

れ目のない連携を行う。  

・地域包括ケアシステムに関する職員研修会を開催する。  

・訪問看護ステーションや介護事業所等と相互に現場実習を行うこと

で、在宅療養生活までつながる急性期医療を提供できる職員を育成

するとともに、地域包括ケアシステムを踏まえた連携の推進を図る。  
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関連指標  

項目  令和４年度実績  令和６年度計画  

地域連携パス利用件数  １３３件  １４５件  

介護支援連携指導件数  １４７件  １５０件  

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

１ 人材の確保と育成  

(1) 病院スタッフの確保（重点）  

① 医師の確保  

・久留米大学医学部、同教育関連病院との計画的な人事交流や研修を

通した連携の強化に取り組む。  

・新専門医制度については、専門研修プログラムの基幹施設及び他の

医療機関との連携施設として、専門医資格取得を目指す医師（専攻

医）の育成を図る。  

・臨床研修医の確保及び定着化を図るため、研修プログラムを充実さ

せるとともに、サマースクールの実施等により、魅力ある臨床研修

病院を目指す。  

② 多種多様な専門職等の確保   

・チーム医療の推進及び医療の質の向上を図るため、必要に応じた専

門職の確保を検討する。  

・薬学生奨学金制度の運用及び採用活動の強化により、薬剤師の確保

を図る。  

 

(2) 研修及び人材育成の充実  

① 教育・研修制度の充実   

・職務・職責に応じた階層別の教育研修体系（階層別研修）の下、実

効性のある研修カリキュラムを実施し、職員それぞれの能力の向上
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や組織内における役割意識の醸成を図る。また、新規採用職員や昇

格者などを対象とした研修を実施し、新任者の支援を行う。  

・良質で高度な医療を提供するため、職場内教育を充実させるほか、

院内研修会や講習会を開催し、職員の高度で専門的な知識や技術の

取得を促進する。また、必要に応じ院外の研修会や講習会にも職員

を派遣し、資格取得や技能向上の促進を図る。  

・専門性の向上を図るため、職員の学会参加や論文発表を推進する。  

・職員に対して医療政策や病院経営などについて研修会を開催し、病

院を取り巻く外部環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成を図る。  

② 教育・研修の場の提供   

・教育機関等からの実習生を幅広く受け入れ、将来の医療を担う人材

の育成や地域医療水準の向上に貢献する。  

③ 事務職員の専門性の向上   

・事務局内勉強会の実施、外部研修の活用、先進病院への視察及び資

格取得支援等により、病院運営に必要な専門知識や経営手法等の習

得を支援する。  

 

２ 収益の確保と費用の節減  

(1) 収益の確保  

・院内の連携を推進し効率的な病床管理を行い、新入院患者数の増加

及び病床稼働率の向上を図る。  

・診療機能を充実する取組と併せ、施設基準についても検討し、算定

可能なものについては適宜届出を行うことで、収益の確保に努める。  

・地方債等を活用し、医業外収益の確保を図る。  

 

目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

入院単価  ６０，２２０円  ６１，１００円  

病床稼働率  ７３．５％  ８０．０％  
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新入院患者数(再掲) ６，８７１人  ７，５００人  

平均在院日数 ※２  １１．５日  １１．５日  

外来単価  １９，７２５円  ２０，７００円  

※２ 診療報酬算定における除外患者も含めた全ての入院患者の値  

 

(2) 費用の節減  

・購入の必要性や業務委託の内容など、支出に関わる項目の全てを徹

底的に検証するとともに、必要最小限度の予算執行に留めるため毎

月の予算管理を徹底し、費用の節減を図る。  

・委託事業者の診療材料等の価格情報を基に、診療材料購入費用の削

減に取り組むとともに、原材料費高騰等の影響を受ける品目につい

ては、価格交渉等により費用の上昇が最小限となるよう努める。  

・後発医薬品の採用を進めるとともに、診療報酬の薬価の見直し等の

影響を最小限とするため、積極的な価格交渉を行い費用の節減を図

る。  

・職場において現状業務の必要性や実施方法等の見直しを行うととも

に、部署間連携の強化、ＩＣＴの活用等により、業務の効率化を通

した費用の節減を図る。  

 

目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  

材料費比率 ※３  ２２．５％  ２３．６％  

経費比率  ※４  ２２．３％  ２１．６％  

※３ 材料費比率＝材料費／医業収益  

※４ 経費比率＝（経費（医業費用）＋経費（一般管理費））／医業収           

  益  
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３ 経営管理機能の充実  

(1) 経営マネジメントの強化   

・ＢＳＣ（バランスト・スコアカード）手法により、病院全体でビジョ

ンを共有したうえで各部門が行動計画書を作成し、目標達成に向けて

取り組む。また、院長によるヒアリングなど定期的な進ちょく管理を

行うことで、ＰＤＣＡサイクルを確立した経営マネジメント体制の充

実を図る。  

 

(2)  継続的な業務改善の実施  

① 柔軟な人員配置及び人事給与制度の見直し   

・病院の業績や医療を取り巻く社会情勢の変化に注視し、状況に応じ

て病棟運営体制の検討を行うなど、適切な人員配置を行う。  

・人事給与制度については、定年引上げ及び法改正等の社会情勢に合

わせた検討を行う。  

② 病院機能の充実  

・業務改善委員会を定期的に開催し、患者サービスの向上を図るとと

もに、効率的、効果的な業務運営を行う。  

・患者満足度調査結果等を活用し、医療や患者サービスの質などに関

する意見の聴取を行い、院内の業務改善につなげる。  

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１ 経営基盤の強化  

(1) 健全経営の維持及び継続   

・他の公立病院や地方独立行政法人となった病院の運営状況の比較・

分析を踏まえ、月次決算や原価計算等の経営分析を的確かつ迅速に

行う病院経営により、経常収支比率１０１パーセント以上とするこ

とを目指す。  

 

目標値  

項目  令和４年度実績  令和６年度目標値  
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経常収支比率 ※５  １０８．０％  １０１．０％  

医業収支比率 ※６  ９４．２％  ９８．８％  

職員給与費比率  ※７  ５４．１％    ５０．４％  

※５  経常収支比率＝（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外

費用）  

※６ 医業収支比率＝医業収益／医業費用  

※７  職員 給与費比 率＝（給 与費（ 医業費用） ＋給与費 （一般管 理

費））／医業収益  

 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  

 １ 予算（令和６年度）  

（単位 百万円）  

区 分  金 額  

収入   

営業収益  ８，３７０  

医業収益  ７，９９７  

運営費負担金  ３６１  

その他営業収益  １２  

営業外収益  ４５  

運営費負担金  ４ 

その他営業外収益  ４１  

臨時利益  ０ 

資本収入  １９５  

運営費負担金  ０ 

長期借入金  １９５  

その他資本収入  ０ 

その他の収入  ０ 

計 ８，６１０  

支出   
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営業費用  ７，６７１  

医業費用  ７，４７５  

給与費  ３，８３５  

材料費  ２，０６１  

経費  １，５４９  

研究研修費  ３０  

一般管理費  １９６  

営業外費用  ９ 

臨時損失  ０ 

資本支出  ７７４  

建設改良費  ３７６  

償還金  ３９１  

その他の資本支出  ７ 

その他の支出  ０ 

計 ８，４５５  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

（人件費の見積り）  

総額４，０２０百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る

報酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するもの

である。  

 

２ 収支計画（令和６年度）  

（単位 百万円）  

区 分  金 額  

収益の部  ８，４１９  

営業収益  ８，３７６  

医業収益  ７，９８１  

運営費負担金収益  ３６１  

補助金等収益  １０  

資産見返運営費負担金戻入  １９  

資産見返補助金戻入  ３ 
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資産見返寄付金戻入  １ 

その他営業収益  １ 

営業外収益  ４２  

運営費負担金収益  ４ 

その他営業外収益  ３８  

臨時利益  ０ 

費用の部  ８，３３７  

営業費用  ８，２７６  

医業費用  ８，０７７  

給与費  ３，８３５  

材料費  １，８８０  

経費  １，７１５  

減価償却費  ６２０  

研究研修費  ２７  

一般管理費  １９９  

営業外費用  ６１  

臨時損失  ０ 

純利益  ８１  

目的積立金取崩額  ０ 

総利益  ８１  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

 

３ 資金計画（令和６年度）  

（単位 百万円）  

区 分  金 額  

資金収入  ９，９５１  

業務活動による収入  ８，４１５  

診療業務による収入  ７，９９７  

運営費負担金による収入  ３６５  

その他の業務活動による収入  ５２  

投資活動による収入  ０ 
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運営費負担金による収入  ０ 

その他の投資活動による収入  ０ 

財務活動による収入  １９５  

長期借入れによる収入  １９５  

その他の財務活動による収入  ０ 

前年度からの繰越金  １，３４１  

資金支出  ９，９５１  

業務活動による支出  ７，６８５  

給与費支出  ４，０２０  

材料費支出  ２，０６１  

その他の業務活動による支出  １，６０４  

投資活動による支出  ３７６  

有形固定資産の取得による支出  ３７６  

その他の投資活動による支出  ０ 

財務活動による支出  ３９４  

長期借入金の返済による支出  １８３  

移行前地方債償還債務の償還による支出  ２０８  

その他の財務活動による支出  ３ 

次年度への繰越金  １，４９６  

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

 

第５ 短期借入金の限度額  

 １ 限度額  

   １，０００百万円とする。  

 

 ２ 想定される短期借入金の発生理由  

   予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対

応や賞与の支給等一時的な資金不足への対応を想定している。  

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込ま

れる財産の処分に関する計画  

   なし  
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第７ 第６に定める財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようと

するときの計画  

   なし  

 

第８ 剰余金の使途  

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施

設・設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確

保事業及び人材育成事業の充実に充てる。  

 

第９ その他  

１ 施設及び設備に関する計画（令和６年度）  

施設及び設備の内容  予定額  財源  

病院施設・設備の整備  総額５８百万円  自己資金  

医療機器等の整備・更新  総額３１８百万円  

自己資金及び  

大牟田市からの  

長期借入金  

（注）金額については見込みである。  

 

２ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項  

(1) 市の施策への協力  

・市立病院として、医療に関連した市の施策に対して積極的に協力す

る。  

 


